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　｢調布憲法ひろば｣は２０１９年２月１６日(土)１３時からあくろす３階｢あくろすホール｣で、第１４４回例会を開きました。


　テーマは「頻発する自然災害　防災・減災を憲


法から考える」。講師は、東京経済大学名誉教授の


礒野弥生さん(写真右)。司会は憲法「ひろば」の


丸山重威世話人(写真下)、記録は三宅征子世話人


が分担。参加者は２３人でした。　　（編集部）
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▼災害と憲法





　大事なのは憲法前文、１２条（自由・権利の保持の責任とその濫用の禁止）、１３条（個人の尊重・幸福追求権・公共の福祉）、１７条（国及び公共団体の賠償責任）、２５条（生存権、国の社会的使命）、３１条（法定の手続の保障）。





▼ＳＤＧｓ


　  Susteinable


 　 Development


    Goals





　今、世界が共通の目標としている概念で、日本国憲法前文－われらは、平和を維持し、～全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。－とほぼ共通する。


▼災害弱者は高齢者と障害者





　防災白書からは、地震が活動期に入っていることがわかる。災害は多くの死者を出すことが最大の問題で高齢者が多い。西日本豪雨の犠牲者のうち６０代以上の高齢者は７１％。災害弱者である高齢者対応は、自治体の災害時における救援目的の独居高齢者の把握などの形で進んできたが、これが詐欺被害の誘発に繋がる問題を生じさせるなど、個人情報保護との関係で複雑化している。


　また障害者も災害弱者であり、熊本地震では障害者用の避難所が出来たが、家族と一緒に避難出来なければ実際には避難しにくい。様々な障害を持った方々を包摂出来る施設が必要だ。


　災害対策はすべての人への対応が求められる憲法の問題であり、私たちの意識の問題でもある。憲法の「人権」を自分の中に内在化できるかどうかがポイントになる。





▼防災と減災





　日本では災害は必ず発生する。防災出来なければ我慢するしかないという意識から、最近は災害は避けられないが、リスクを最小にするという考え方に変わってきた。その際、どこまでのリスクを許容するのか、それは誰が決めるのかを巡り、水害、津波、土砂災害、噴火、地震、原発など種々の裁判が起こされている。しかし、住民が裁判で勝つことは難しい。予見可能性など裁量権は国に与えられているから。





▼災害と政策





　災害は政策と関連している。災害対策における中央（東京）と地方の格差、対応の違いは歴然としている。つまりお金のかけ方が違う。さらに国がどこまで金をかけるか、何をどう守ろうとするのかで決まってくる。岡山・真備町の水害は、問題がわかっていたが予算がなかった（金をかけなかった）結果。ではどうしたらいいか。自分達で情報を集め、地域で助け合う、コミュニティの住民自身が、長期的、短期的避難計画を作る必要がある。そして、高齢者・障害者・社会的弱者が避難政策に参加すること。防災から当事者が排除されるのではなく、参加出来る方策を考えることが重要。今の避難所のあり方は人権を無視し、侵害している。





▼法制上の権利





　日本では、専門家だけが専門的な知識を持ち、適切な判断ができるという「専門家主義」が横行している。


　素人はわからないから、無知な人びとがパニックを起こさないようにするためにと、原発、水害等々、すべてのことが国の意向に添う専門家によって決められている。


　しかし、今世界的な傾向として住民・市民が政策に参加する権利を保障する方向が打ち出されている。


　日本ではこれまで、住民・市民は行政の客体、つまり施策の結果を享受するのみの存在に甘んじてきたといえる。アジアをみても日本が一番遅れている。


　裁判は、損害賠償請求のみで、アセスメント（計画）を訴えることはできない。


　しかし、自治体にはかなりの権限がある。公聴会などでステークホルダー（利害関係者、当事者）として住民が参加し、計画段階から参画していくことが大事であり、それが私たちに求められていることだ。


　憲法を実現するためには、憲法の理念を具体化させる行動が求められている。


　それは法律を変えなければできない。そのためには、政権を変えることが必要だ。





　まさに今、私たちが取り組んでいる問題だと実感した次第です。


　　（三宅 征子・記）





東京経済大学名誉教授





***********************************************************************************************************
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